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本年６月、「食料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利用を図るための農業振興

地域の整備に関する法律等の一部を改正する法律」が成立・公布されました。地域における役

割が増大している農業法人の経営基盤を強化するため、本法において農業経営基盤強化促進法

を改正し、「農業経営発展計画制度」を創設しております。

新制度では、認定農業者として一定の実績があること等の要件を満たす農地所有適格法人が、

取引実績のある食品事業者等との出資による連携を通じて農業経営の発展に取り組む場合、農

林水産大臣の計画認定によって議決権要件を特例的に緩和できるようになりました。

この特例措置を活用することで、農地所有適格法人は、農業関係者による決定権を確保しつ

つ、最大３分の２未満まで食品事業者等から出資を受けることが可能となります。

令和７年春頃の法律施
行に向けてご関心のある
方はこちらまで！

経営基盤の強化・農業経営の発展を考える農地所有適格法人の皆様へ
～農業経営発展計画制度の新設について～


